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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

連結経営指標等

 

回次
第151期

第１四半期連結
累計(会計)期間

第150期

会計期間

自　平成20年
　　４月１日
至　平成20年
　　６月30日

自　平成19年
　　４月１日
至　平成20年
　　３月31日

売上高 (百万円) 7,133 37,181

経常利益 (百万円) 636 3,558

四半期(当期)純利益 (百万円) 336 2,100

純資産額 (百万円) 22,445 22,327

総資産額 (百万円) 49,486 47,844

１株当たり純資産額 (円) 312.54 305.32

１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) 4.65 28.50

潜在株式調整後
１株当たり四半期
(当期)純利益

(円) ― ―

自己資本比率 (％) 45.3 46.6

営業活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) 1,008 886

投資活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △220 △1,172

財務活動による
キャッシュ・フロー

(百万円) △435 △1,412

現金及び現金同等物の
四半期末(期末)残高

(百万円) 5,305 4,947

従業員数 (名) 750 737

(注) １　売上高には、消費税等は含まれておりません。

２　潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれて

いる事業の内容に重要な変更はありません。

また、主要な関係会社についても異動はありません。

 

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

 

４ 【従業員の状況】

(1) 連結会社における状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名)
750
(123)

(注) １　従業員数は、当社グループからグループ外への出向者を除く就業人員であります。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パート及び嘱託契約社員)の年間平均雇用人員(1日8時間換算)であ

ります。

 

(2) 提出会社の状況

平成20年6月30日現在

従業員数(名)
494
(90)

(注) １　従業員数は、提出会社から他社への出向者を除き、他社から提出会社への出向者を含む就業人員であり

ます。

２　従業員数欄の(外書)は、臨時従業員(パート及び嘱託契約社員)の年間平均雇用人員(1日8時間換算)であ

ります。
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第２ 【事業の状況】

１ 【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの生産・販売品目は多種多様であり、同種の製品であっても、その容量、構造、形式等

は必ずしも一様ではなく、また受注生産形態をとらない製品も多く、事業の種類別セグメントごとに

生産規模及び受注規模を金額あるいは数量で示すことはしておりません。

このため、生産、受注及び販売の状況については、「３　財政状態及び経営成績の分析」における各

事業の種類別セグメントの業績に関連付けて示しております。

 

主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合

相手先

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

金額(百万円) 割合(％)

ユアサ商事㈱ 743 10.4

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

２ 【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。

 

３ 【財政状態及び経営成績の分析】

文中の将来に関する事項は、四半期報告書提出日(平成20年8月13日)現在において、当社グループが

判断したものであります。

(1)経営成績の分析

当第１四半期連結会計期間におけるわが国経済は、エネルギー・原材料価格の高騰による企業収

益の圧迫や、サブプライムローン問題による世界的な金融市場の混乱等の影響を受け、景気の減速

感が増してきました。

このような状況のなか、当第１四半期連結会計期間の売上高は71億3千3百万円となり、利益面に

おいても工場操業度の低下などが影響し、経常利益6億3千6百万円、四半期純利益3億3千6百万円と

なりました。

 

事業の種類別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①工作機械

国内は、一般機械、自動車業界向けへの販売が低迷しました。海外は、米国では航空機、エネル

ギー関連業界向けへの販売が、またアジアでは自動車関連業界向けへの販売が順調に推移しまし

たが、欧州で調整局面を迎えました。この結果、生産高は82億4千3百万円(販売価格ベース)、受注

高は82億7千7百万円(提出会社単独ベース)、売上高は64億8千8百万円、営業利益は5億1千4百万円

となりました。

②水道メーター

官公庁向けの販売は、期初のため受注活動が中心となっており、また民需向けの販売は原材料

価格の高騰に伴い選別受注を行っております。この結果、生産高は3億8千4百万円(販売価格ベー

ス)、受注高は3億9千3百万円(提出会社単独ベース)、売上高は3億5百万円、営業損失は4千2百万円

となりました。
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③その他

売上高3億4千万円、営業利益3千万円となりました。

 

所在地別セグメントの業績は、次のとおりであります。

①日本

一般機械、自動車業界向けへの販売が低迷しました。このため、売上高は69億6千9百万円、営業

利益は3億9千2百万円となりました。

②米国

航空機、エネルギー関連業界向けへの販売が順調に推移しましたが、売上高は15億7千4百万円、

営業利益は5千5百万円となりました。

 

(2)財政状態の分析

資産の部は494億8千6百万円となり、前連結会計年度末と比較して16億4千2百万円の増加となり

ました。また、負債の部は、270億4千1百万円となり、前連結会計年度末と比較して15億2千4百万円の

増加となりました。これは主に、「リース取引に関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成5年6

月17日　最終改正平成19年3月30日　企業会計基準第13号)及び「リース取引に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準委員会 平成6年1月18日　最終改正平成19年3月30日　企業会計基準適用指針

第16号)を当第1四半期連結会計期間から早期に適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、リース取引開始日が適用初年度開始前のものも含めて、通常の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に変更したため、リース資産が11

億7千6百万円、リース債務が11億7千9百万円それぞれ計上されたことなどによるものであります。

純資産の部は224億4千5百万円となり、前連結会計年度末と比較して1億1千7百万円の増加となり

ました。これは主に、当四半期純利益の計上により3億3千6百万円増加し、配当金の支払いにより2億

9千2百万円減少したことなどによるものであります。

 

(3)キャッシュ・フローの状況

当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ3億5千8

百万円（7.2％）増加し、53億5百万円となりました。

営業活動によるキャッシュ・フローは、10億8百万円の収入超となりました。収入の主な内訳は、

売上債権の減少17億6千4百万円、税金等調整前四半期純利益6億2千1百万円、減価償却費2億4千5百

万円であり、支出の主な内訳は、たな卸資産の増加12億2千5百万円、法人税等の支払額3億6千4百

万円であります。

投資活動によるキャッシュ・フローは、2億2千万円の支出超となりました。これは、主に有形固定

資産の取得によるものであります。

財務活動によるキャッシュ・フローは、4億3千5百万円の支出超となりました。支出の主な内訳

は、自己株式の取得による支出2億9千5百万円、配当金の支払額2億6百万円であります

 

(4)事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新た

に生じた課題はありません。

 

(5)研究開発活動

当第１四半期連結会計期間の研究開発費の総額は79百万円であります。

なお、当第１四半期連結会計期間における研究開発活動の状況に、重要な変更はありません。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

 

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設、除

却等について、重要な変更並びに重要な設備計画の完了はありません。

また、当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありませ

ん。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

 

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 240,000,000

計 240,000,000

 

② 【発行済株式】

 

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成20年6月30日)

提出日現在
発行数(株)

(平成20年8月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 74,058,16874,058,168

東京証券取引所
(市場第一部)
大阪証券取引所
(市場第一部)

―

計 74,058,16874,058,168― ―

 

(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

(3) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(4) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

 

年月日
発行済株式
総数増減数
(千株)

発行済株式
総数残高
(千株)

資本金増減額
(百万円)

資本金残高
(百万円)

資本準備金
増減額
(百万円)

資本準備金
残高
(百万円)

平成20年6月30日 ― 74,058 ― 5,782 ― 954

 

(5) 【大株主の状況】

当第１四半期会計期間において、バークレイズ・グローバル・インベスターズ株式会社から、平

成20年6月13日付で提出された大量保有報告書(変更報告書)により、平成20年6月9日現在で同社及

び共同保有者(計3社)が次のとおり株式を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として

は第１四半期会計期間末の実質所有株式数の確認ができておりません。
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氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株)

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％)

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ株式会社

東京都渋谷区広尾1丁目1－39 5,559 7.51

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ、エヌ・エイ

米国　カリフォルニア州
サンフランシスコ市
フリーモント・ストリート45

335 0.45

バークレイズ・グローバル・
インベスターズ・リミテッド

英国　ロンドン市
ロイヤル・ミント・コート1

166 0.22

計 ― 6,060 8.18

 

(6) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の議決権の状況については、実質株主が把握できず、記載するこ

とができませんので、直前の基準日である平成20年3月31日の株主名簿により記載しております。

① 【発行済株式】

平成20年3月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ―

議決権制限株式(その他) ― ― ―

完全議決権株式(自己株式等)
(自己保有株式)
普通株式 1,008,000

― ―

完全議決権株式(その他) 普通株式 72,270,000 72,270 ―

単元未満株式 普通株式 780,168 ― ―

発行済株式総数  74,058,168 ― ―

総株主の議決権 ― 72,270 ―

(注) １　「完全議決権株式(その他)」の欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が25,000株(議決権25

個)含まれております。

２　「単元未満株式」の欄の普通株式には、当社所有の自己株式119株が含まれております。

 

② 【自己株式等】

平成20年3月31日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義
所有株式数
(株)

他人名義
所有株式数
(株)

所有株式数
の合計
(株)

発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合(％)

(自己保有株式)
大阪機工株式会社

兵庫県伊丹市北伊丹8丁
目10－1

1,008,000 ― 1,008,000 1.36

計 ― 1,008,000 ― 1,008,000 1.36

(注)　株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。

なお、当該株式数は上記「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」の欄に含めております。

 

EDINET提出書類

大阪機工株式会社(E01516)

四半期報告書

 8/24



２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

 

月別
平成20年
4月

 
5月

 
6月

最高(円) 224 254 236

最低(円) 192 212 205

(注)　株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

 

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動は、次のとおりで

あります。

(1) 役職の異動

 

新役名及び職名 旧役名及び職名 氏名 異動年月日

取締役常務執行役員
(生産本部長)

取締役常務執行役員
(生産本部長兼製造部長)

沖　本　行　信 平成20年7月1日

取締役執行役員
(生産本部副本部長兼物流部担当)

取締役執行役員
(生産本部副本部長兼物流部長)

中　村　和　郎 平成20年7月1日

 

EDINET提出書類

大阪機工株式会社(E01516)

四半期報告書

 9/24



第５ 【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平

成19年内閣府令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。

なお、四半期連結財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正

する内閣府令」(平成20年8月7日内閣府令第50号)附則第7条第1項第5号のただし書きにより、改正後

の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

 

２　監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間(平成20年4

月1日から平成20年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表について、新日本有限責任監査法人によ

り四半期レビューを受けております。

なお、新日本有限責任監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成20年7月1日をもって新日本監

査法人から名称変更しております。

 

EDINET提出書類

大阪機工株式会社(E01516)

四半期報告書

10/24



１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 5,355 4,997

受取手形及び売掛金 9,089 10,793

商品及び製品 4,891 4,136

仕掛品 4,911 4,313

原材料及び貯蔵品 56 45

その他 723 732

貸倒引当金 △14 △10

流動資産合計 25,013 25,008

固定資産

有形固定資産

土地 15,431 15,427

その他（純額） ※1
 5,266

※1
 4,211

有形固定資産合計 20,697 19,638

無形固定資産 149 71

投資その他の資産

投資有価証券 3,327 2,862

その他 322 286

貸倒引当金 △24 △23

投資その他の資産合計 3,626 3,125

固定資産合計 24,473 22,836

資産合計 49,486 47,844

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 8,883 8,768

短期借入金 3,835 3,500

未払法人税等 290 406

賞与引当金 148 440

製品保証引当金 115 119

その他 1,913 1,193

流動負債合計 15,185 14,428

固定負債

長期借入金 1,587 1,777

再評価に係る繰延税金負債 6,007 6,007

退職給付引当金 3,120 3,168

役員退職慰労引当金 49 114

その他 1,091 20

固定負債合計 11,856 11,088

負債合計 27,041 25,516
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年６月30日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成20年３月31日)

純資産の部

株主資本

資本金 5,782 5,782

資本剰余金 955 955

利益剰余金 7,165 7,121

自己株式 △522 △227

株主資本合計 13,379 13,631

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 866 556

繰延ヘッジ損益 △7 △10

土地再評価差額金 8,278 8,278

為替換算調整勘定 △94 △153

評価・換算差額等合計 9,042 8,672

少数株主持分 22 23

純資産合計 22,445 22,327

負債純資産合計 49,486 47,844
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(2) 【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

売上高 7,133

売上原価 5,208

売上総利益 1,925

販売費及び一般管理費 ※1
 1,455

営業利益 469

営業外収益

受取利息 3

受取配当金 33

為替差益 160

その他 2

営業外収益合計 199

営業外費用

支払利息 22

その他 10

営業外費用合計 32

経常利益 636

特別利益

有形固定資産売却益 1

特別利益合計 1

特別損失

たな卸資産評価損 11

有形固定資産処分損 5

特別損失合計 16

税金等調整前四半期純利益 621

法人税等 ※2
 285

少数株主損失（△） △0

四半期純利益 336
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(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
(自 平成20年４月１日
 至 平成20年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純利益 621

減価償却費 245

貸倒引当金の増減額（△は減少） 4

賞与引当金の増減額（△は減少） △292

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △46

退職給付引当金の増減額（△は減少） △48

受取利息及び受取配当金 △37

支払利息 22

有形固定資産処分損益（△は益） 3

売上債権の増減額（△は増加） 1,764

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,225

仕入債務の増減額（△は減少） 208

その他 144

小計 1,364

利息及び配当金の受取額 37

利息の支払額 △27

法人税等の支払額 △364

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,008

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △189

有形固定資産の売却による収入 △48

無形固定資産の取得による支出 △2

貸付けによる支出 △1

貸付金の回収による収入 22

その他 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △220

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 330

長期借入れによる収入 100

長期借入金の返済による支出 △285

自己株式の取得による支出 △295

配当金の支払額 △206

リース債務の返済による支出 △74

その他 △4

財務活動によるキャッシュ・フロー △435

現金及び現金同等物に係る換算差額 5

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 358

現金及び現金同等物の期首残高 4,947

現金及び現金同等物の四半期末残高 5,305
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【継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況】

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

該当事項はありません。

 

【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

１　会計処理の原則及び手続の変更

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　　たな卸資産

　　　当第１四半期連結会計期間から、「棚卸資産の評価に

関する会計基準」(企業会計基準委員会 平成18年7

月5日　企業会計基準第9号)を適用し、評価基準につ

いては、原価法から原価法(収益性の低下による簿価

切下げの方法)に変更しております。

　　　この結果、従来の方法によった場合に比べて、税金等

調整前四半期純利益が11百万円減少しております。

　(2) 連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱いの適用

　　　「連結財務諸表作成における在外子会社の会計処理

に関する当面の取扱い」(企業会計基準委員会 平

成18年5月17日　実務対応報告第18号)を当第１四

半期連結会計期間から適用しております。

　　　なお、これによる損益に与える影響はありません。

　(3) リース取引に関する会計基準の適用

　　　当第１四半期連結会計期間から、「リース取引に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 平成5年6月17日

　最終改正平成19年3月30日　企業会計基準第13号)及

び「リース取引に関する会計基準の適用指針」(企

業会計基準委員会 平成6年1月18日　最終改正平成19

年3月30日　企業会計基準適用指針第16号)を早期に

適用し、所有権移転外ファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会

計処理から通常の売買取引に係る方法に準じた会計

処理に変更し、リース資産として計上しております。

　　　また、リース資産の減価償却の方法はリース期間を耐

用年数とし、残存価額をゼロとする定額法で算定す

る方法によっております。

　　　リース取引開始日が適用初年度開始前の所有権移転

外ファイナンス・リース取引については、期首に前

連結会計年度末における未経過リース料期末残高相

当額を取得価額として取得したものとしてリース資

産を計上する方法によっております。

　　　なお、この変更による損益に与える影響はありません

が、リース資産が11億7千6百万円計上されておりま

す。

 

EDINET提出書類

大阪機工株式会社(E01516)

四半期報告書

15/24



【簡便な会計処理】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

１　棚卸資産の評価方法

　　　当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関し

ては、実地棚卸を省略し、前連結会計年度末の実地棚

卸高を基礎として合理的な方法により算定する方法

によっております。

　　　また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低

下が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積

り、簿価切下げを行う方法によっております。

 

【四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

１　税金費用の計算

　　　当連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果

会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四

半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算する方

法を採用しております。

 

【追加情報】

 

当第１四半期連結会計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

(役員退職慰労引当金)

　役員の退職金の支給に充てるため、提出会社は、内規に

基づく要支給額を役員退職慰労引当金に計上しておりま

したが、平成20年5月15日開催の取締役会において役員退

職慰労金制度の廃止を決議し、平成20年6月27日開催の定

時株主総会において、取締役、監査役の退任時に平成20年

6月27日までの在任期間を対象とした退職金を打ち切り

支給することを決議しました。

　これに伴い、平成20年6月27日までの期間に対応する役

員退職慰労金相当額56百万円を固定負債の「その他」に

含めて計上しております。

(有形固定資産の減価償却費<国内法人のみ>)

　法人税法の改正((所得税法の一部を改正する省令 平成

20年4月30日 法律第23号)及び減価償却資産の耐用年数

等に関する省令 平成20年4月30日 財務省令第32号))を

契機に法定耐用年数の見直しを行い、当第１四半期連結

会計期間より平成20年3月31日以前に取得したものも含

めて、耐用年数を変更しております。

　この結果、従来の法定耐用年数によった場合に比べて、

営業利益、経常利益、税金等調整前四半期純利益がそれぞ

れ2百万円減少しております。

　なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇

所に記載しております。

EDINET提出書類

大阪機工株式会社(E01516)

四半期報告書

16/24



 

EDINET提出書類

大阪機工株式会社(E01516)

四半期報告書

17/24



【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

 

 
当第１四半期連結会計期間末

(平成20年6月30日)
前連結会計年度
(平成20年3月31日)

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 18,163百万円 有形固定資産の減価償却累計額 18,251百万円

　２ 受取手形割引高 10百万円 受取手形割引高 10百万円

　３ 　提出会社においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行4行と貸出コミットメント契約

を締結しております。

　当第１四半期連結会計期間末における貸出コ

ミットメントに係る借入未実行残高等は次のとお

りであります。

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 －  

差引額 2,000 

　提出会社においては、運転資金の効率的な調達を

行うため取引銀行4行と貸出コミットメント契約

を締結しております。

　当連結会計年度末における貸出コミットメント

に係る借入未実行残高等は次のとおりでありま

す。

 

貸出コミットメントの総額 2,000百万円

借入実行残高 800  

差引額 1,200 

 

(四半期連結損益計算書関係)

第１四半期連結累計期間

 

 
当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

※１ 販売費及び一般管理費の主要な費目の内訳

給料・手当・賞与 409百万円

運送費 374 

研究開発費 60 

減価償却費 36 

製品保証引当金繰入額 102 

賞与引当金繰入額 52 

退職給付費用 59 

役員退職慰労引当金繰入額 2 

※２ 税金費用について

　四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理に記

載の計算方法を採用しており、法人税等として表示

しております。

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金勘定 5,355百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △50 

現金及び現金同等物 5,305 
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(株主資本等関係)

当第１四半期連結会計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

１　発行済株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 74,058,168

 

２　自己株式に関する事項

株式の種類
当第１四半期
連結会計期間末

普通株式(株) 2,317,038

 

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

 

４　配当に関する事項

　(1) 配当金支払額

決議 株式の種類 配当の原資
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日

平成20年6月27日
定時株主総会

普通株式 利益剰余金 292 4 平成20年3月31日平成20年6月30日

 

　(2) 基準日が当連結会計年度の開始の日から当四半期連結会計期間末までに属する配当のうち、配

当の効力発生日が当四半期連結会計期間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

 

５　株主資本の著しい変動に関する事項

　該当事項はありません。

 

(リース取引関係)

該当事項はありません。

 

(有価証券関係)

　有価証券の四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度末と比較して著しい

変動はありません。

 

 

(デリバティブ取引関係)

　デリバティブ取引の当第1四半期連結会計期間末の契約額等は、前連結会計年度末と比較して著

しい変動はありません。

 

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。
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(セグメント情報)

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

 

 
工作機械
(百万円)

水道
メーター
(百万円)

その他
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高       

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

6,488 305 340 7,133 ― 7,133

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

― ― ― ― ― ―

計 6,488 305 340 7,133 ― 7,133

営業利益又は営業損失(△) 514 △42 30 502 (33) 469

(注) １　事業区分は、売上集計区分によっております。

２　各事業の主な製品

・工作機械…マシニングセンタ・フライス盤・専用工作機械

・水道メーター…水道メーター各種型式・テレメータ検針システム・配水計測システム・ハンディ

ターミナル

・その他…繊維機械・建築用金物

３　追加情報に記載のとおり、法人税法の改正による法定耐用年数の見直しに伴い、当第１四半期連結会計

期間より平成20年3月31日以前に取得したものも含めて、改正後の法定耐用年数に変更しております。

この結果、従来の法定耐用年数によった場合に比べて、営業利益は「工作機械」が1百万円、「その他」

が0百万円それぞれ減少しており、営業損失は「水道メーター」が0百万円増加しております。

 

【所在地別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

 

 
日本
(百万円)

米国
(百万円)

計
(百万円)

消去又は
全社
(百万円)

連結
(百万円)

売上高      

　(1) 外部顧客に
　　　対する売上高

5,560 1,573 7,133 ― 7,133

　(2) セグメント間の内部
　　　売上高又は振替高

1,409 0 1,410 (1,410) ―

計 6,969 1,574 8,543 (1,410) 7,133

営業利益 392 55 447 21 469

(注)　追加情報に記載のとおり、法人税法の改正による法定耐用年数の見直しに伴い、当第１四半期連結会計期間

より平成20年3月31日以前に取得したものも含めて、改正後の法定耐用年数に変更しております。この結

果、従来の法定耐用年数によった場合に比べて、営業利益は「日本」が2百万円減少しております。なお、

「米国」への影響はありません。
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【海外売上高】

当第１四半期連結累計期間(自　平成20年4月1日　至　平成20年6月30日)

 

 北米 アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高(百万円) 1,575 664 794 3,034

Ⅱ　連結売上高(百万円) ― ― ― 7,133

Ⅲ　連結売上高に占める
　　海外売上高の割合(％)

22.1 9.3 11.1 42.5

(注) １　国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。

２　各区分に属する主な国又は地域

(1) 北米…アメリカ

(2) アジア…中国・タイ・韓国

(3) その他の地域…オランダ・イタリア・ドイツ

３　海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

 

(企業結合等関係)

該当事項はありません。

 

(１株当たり情報)

１　１株当たり純資産額

 

当第１四半期連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

１株当たり純資産額 312.54円１株当たり純資産額 305.32円

 

(注) １株当たり純資産額の算定上の基礎

 

項目
当第１四半期
連結会計期間末
(平成20年6月30日)

前連結会計年度末
(平成20年3月31日)

純資産の部の合計額(百万円) 22,445 22,327

普通株式に係る純資産額(百万円) 22,422 22,303

差額の内訳(百万円)

　少数株主持分

 

22

 

23

普通株式の発行済株式数(株) 74,058,168 74,058,168

普通株式の自己株式数(株) 2,317,038 1,008,119

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通株式の数

(株)
71,741,130 73,050,049
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２　１株当たり四半期純利益及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益

 

当第１四半期連結累計期間
(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

１株当たり四半期純利益 4.65円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益について

は、潜在株式がないため記載しておりません。

 

(注)　１株当たり四半期純利益の算定上の基礎

 

項目

当第１四半期
連結累計期間

(自　平成20年4月１日
至　平成20年6月30日)

四半期純利益(百万円) 336

普通株式に係る四半期純利益(百万円) 336

普通株主に帰属しない金額(百万円) ―

普通株式の期中平均株式数(株) 72,311,941

 

(重要な後発事象)

該当事項はありません。

 

２ 【その他】

該当事項はありません。
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

 

平成20年8月11日

大　阪　機　工　株　式　会　社

取　　締　　役　　会　　御　中

新 日 本 有 限 責 任 監 査 法 人

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　中　川　一　之　印

 

指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士　　廣　田　壽　俊　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている

大阪機工株式会社の平成20年4月1日から平成21年3月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期

間(平成20年4月1日から平成20年6月30日まで)に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対

照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行っ

た。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期

レビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等

に対して実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国におい

て一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定さ

れた手続により行われた。

 

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、大阪機工株式会社及び連結子会社

の平成20年6月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において

認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

 
(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半

期報告書提出会社)が別途保管しております。

２　四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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